
項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹

第７章　街づくり  第２節　市街地整備

H21～

期間

H26～H33

実施計画ランク

重要

所沢駅周辺まちづく
り推進調整事業

期間

実施計画ランク

－

最優先

日東地区まちづくり
事業

期間

H17～

実施計画ランク

優先

ファルマン通り交差
点改良事業

旧市役所庁舎跡地
等活用事業

期間

H26年度～

実施計画ランク

市街
地整
備課

市街
地整
備課

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

無無

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

経営
企画
課

市街
地整
備課

H28年度目標

0.00 人臨時職員772 千円

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業に対して、事業化
に向けた事前協議・調整を行うものである。
また、新たな所沢ブランドの創出とまちの活性化につな
がるように、様々な視点からの意見交換を行うことを目
的として、必要な時期に所沢駅周辺まちづくり連絡協議
会を開催する。

0.09 人

４回開催
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

① ２回

② ９回

③ ４回

臨時職員

１回開催

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

10,565千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

１回開催１回開催0.00 人

４回開催

1.22 人

H28実績

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績事業の具体的な内容及び目的

所沢駅周辺まちづくり連絡協議会の開催状況

①所沢駅東口駅ビル計画調
整会議
②所沢駅西口周辺歩行者ネッ
トワークにかかる調整会議（庁
内）
③所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会

140

160

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

所沢駅西口街づくり事業に係る回遊性の創出や
安全で快適な歩行者空間等の確保が求められ
ていることから、協議会を開催し意見を求める。

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

非常勤
特別職

事業の種別

用地取得（2件）0.00 人臨時職員2,230 千円

広域避難場所である所沢航空記念公園へ向かう重要
な中継地点であるファルマン通り交差点は、交通渋滞
や安全性の面で多くの課題を抱えている。所沢東町地
区第一種市街地再開発事業で整備する都市計画道路
中央通り線（県道久米所沢線）の整備時期に合わせ
て、交差点改良事業を行い、交差点処理能力と安全性
の向上を図る。

指標名

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.26 人

建物等物件調査（4件）建物等物件調査（4件）
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

①４件

②

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

11,864千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

不動産鑑定評価（4地
点）

不動産鑑定評価（4地
点）

0.00 人
非常勤
特別職

1.37 人

H28実績H28年度目標

8,099都市計画法、道路法、所沢市街づくり条例等

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

ファルマン通り交差点改良整備までに必要となる
各段階の手続きや事業進捗を目標とする。

所沢東町地区第一種市街地再開
発事業により整備される都市計画
道路中央通り線及び所沢浦和線
の拡幅整備に合わせ、交差点全体
を一体的に整備することから、用
地取得に向けて対象権利者には
物件調査にもご協力を頂いている
など、事業に対して前向きに検討
を頂いている。今後もより丁寧な交
渉を行っていく。

ファルマン通り交差点改良整備に向けた進捗状
況

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

代替地を希望している権利者に対して、
良い候補地がない。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.90 人

A

目標設定の考え方・根拠

①用地取得に係る建物等物
件調査件数
②

③

793687

7,595

H27決算額H27予算現額 指標名

①権利変換計画に係る調査
等（補助対象5事業）に対して
助言・支援を行った
②関係機関（建築指導部門・
国税局等）と協議を行った
③

0.00 人臨時職員

権利変換計画認可0.00 人臨時職員16,293 千円

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

28,751千円

3.32 人

権利変換計画に係る
調査等

権利変換計画に係る調
査等

H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

所沢駅西口の至近の商業地域に相応しい土地利用の
推進、防災、交通、住環境等の問題の改善を図るため
に必要な地区の骨格となる道路の整備に向けた整備
計画を策定することで事業化に向けた取り組みを進め
る。また、東町地区の再開発事業については、H27年10
月に事業計画・組合設立認可を受け事業を推進してい
る。この事業が先行的に地区全体の核・拠点となり、地
区全体の街づくりにつながるよう支援していく。そのた
め、地元住民・関係権利者へ情報提供を行うとともに、
話し合いの場を設けるなど地域の意向を把握しつつ、
街づくりの方向性を取りまとめる。

目標達成済

事業計画・組合設立認
可

事業計画・組合設立認
可

0.00 人
非常勤
特別職

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

52,54098,574

27,73827,738

H28決算額（見込み）H28予算現額 街づくりに向けた各種手続きや事業の進捗状況

①東町再開発・・・権利変換計
画に係る調査等に対する助
言・指導及び支援等
②骨格道路・・・関係機関協議

③
H27実績H27年度目標

H28実績H28年度目標

無有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

地区の街づくりの方向性を決定することを目標と
し、各年度の手続きや事業進捗を目標とする。

東町再開発事業については、平成
29年度の権利変換計画認可、平
成30年度からの工事着工に向け
て、引き続き事業推進に必要な助
言・指導及び支援を行う。

H28目標値が未達成の理由・分析

再開発事業に対する国の補助金が、要望
額に対する内示額が低いことから、今後
の事業の進捗に影響を与えることが懸念
される。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額

都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、
所沢市街づくり条例等

根拠法令

H27その他職員
従事割合

指標名

推進臨時職員1,544 千円

旧市役所庁舎及び旧文化会館一帯は、市の中心部に
位置しており、活性化に資するような有効な活用が求め
られていることから、本事業を実施する。

0.18 人
非常勤
特別職

2,598千円

非常勤
特別職

推進推進
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28年度目標①管財課と協力し利用団体と
調整を行った。
②市HPで活用に向けた提案
を募集した。
③活用に向けて情報収集を
行った。

臨時職員

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

①利用団体との調整

②活用に向けた情報発信

③活用方法の検討

9,7209,980

00

活用に向けた調整等を推進する。

H28実績

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

推進推進

H29年度目標

指標名

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

市HPで情報発信を行った。

活用に向けては、解決すべき様々な課題が想定
されることから、関係各所との情報共有と充分な
調整を行い、市のとってより良い活用方法となる
ように、事業の円滑な進捗に努める。 利用団体との調整が進められたこ

とに加え、市HPでの情報発信を受
けて、複数の事業者と意見交換を
行うことができた。

活用に向けた調整等の推進

法定受託事務自治事務

事業の種別

一
般 0.30 人

H27決算額H27予算現額

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

所沢駅周辺まちづくりの重点事業
に対して、今後も引き続き協議・調
整を行うものである。
また、所沢駅周辺まちづくり連絡協
議会については、所沢駅西口まち
づくり事業における歩行者ネット
ワークの必要について、方向性が
示されたことから今後の開催につ
いては、事業の進捗状況に合わせ
て開催する。
なお、商業団体等の連携について
は、部会（商業観光課が事務局）に
より対応するものである。

法定受託＋附加

国の補助金の２次補正があったことから、
再開発組合と調整を図り、補助対象業務
の見直しを行った。

無有

H28年度に改善した点



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理事務所長　工藤 順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理事務所長　工藤 順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

狭山ヶ丘区画整理事務所長
　 新井　信二

狭山ヶ丘土地区画
整理事業

期間

S62～H33

実施計画ランク

最優先

所沢駅西口土地区
画整理事業

期間

最優先

北秋津・上安松地
区まちづくり事業

期間

S59～H38

実施計画ランク

優先

平成28年度～平成37年度

実施計画ランク

実施計画ランク

最優先

所沢駅西口地区ま
ちづくり事業

期間

平成13年度～

狭
山ヶ
丘区
画整
理事
務所

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

市街
地整
備課

無有

3.00 人

30ha0.00 人臨時職員34,300 千円

住環境の改善を図るため、道路、公園施設等の公共施
設を計画的に整備し、良好な住宅地を供給するととも
に、災害に強い街づくりの形成を図ることを目的として
いる。事業地内の地権者から減歩により土地を拠出し
ていただき、その土地を公共用地（道路、公園等）及び
保留地に充てる。保留地については売却し、その売却
収益を事業費に充当し、事業資金とする。その他の事
業資金については、国庫補助金、起債、市費（繰入金）
等により事業費を確保し事業を推進する。事業完了後
は、道路59,729㎡（20.1％）、公園等10,005㎡（3.4％）で
全体の公共用地は69,734㎡（23.5％）となる。また、立体
交差道路（アンダーパス）の整備により、鉄道により分
断されている事業区域の一体化を図る。

4.00 人

29ha30ha
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28年度目標

①仮換地指定率95.7％

②

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

32,908千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業について理解が得られない地権者の仮換地
が未指定であるため。

27ha30ha0.00 人
非常勤
特別職

3.80 人

現在、事業に対して一部の地権者の理解
が得られていない状況である。
しかし、平成28年度において、地権者2名
の13画地について仮換地指定をしたこと
から、補償交渉を行っている。
また、仮換地指定をしていない地権者つ
いては、理解を得ながら仮換地指定を
行っていく。

H28実績

土地区画整理法、都市計画法、所沢都市計画事業狭
山ヶ丘土地区画整理事業施行に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

土地区画整理事業の進捗により、良好な住宅地
が整備された面積

①土地区画整理事業の進捗
状況

②

③

200,147495,673

210,802517,681

無有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

土地区画整理審議会を開催し、審議会の
答申を得て、地権者2名が所有する13画
地・9,774㎡の仮換地指定を行った。

本事業の目的として、都市基盤整備、宅地整備
による良好な住宅市街地の整備を行うことから、
土地区画整理事業全体の整備状況（進捗状況）
を目標値とした。

事業完了までの長期にわたる事業
計画に基づき、事業を施行してい
るため。

特
別

事業の種別

組合設立認可0.00 人臨時職員33,443 千円

所沢駅近接地区にふさわしい街づくりを目指し、立地環
境や関係権利者の意向を踏まえながら、土地区画整理
事業を基本に道路、公園、下水道等の都市施設を総合
的に整備し、防災面や住環境の向上を図り、安心・安全
に生活できる街づくりを進める。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

3.90 人

都市計画の変更及び
組合設立認可申請

都市計画の変更及び組
合設立認可申請

H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

3.80 人

西側地区については、平成32年度の工事
着手からの国の補助金等の活用に向け
て、関係機関との調整が必要となる。
東側地区については、推進組織のリー
ダーなど核となる権利者の選出が課題で
ある。

H28実績H28年度目標①H29.3.31都市計画の変更
（土地区画整理事業、地区計
画）
②H29.3.31市街化区域編入
　（埼玉県）
③H28.11.15事業計画・組合設
立認可申請

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

基本設計基本設計0.00 人
非常勤
特別職

非常勤
特別職

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

①都市計画の変更手続き
②市街化区域編入手続き
　（埼玉県）
③事業計画・組合設立認可申
請

15,00815,335

10,05410,422土地区画整理法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

指標名

H28年度目標
①平成28年5月13日～5月26
日
②平成28年6月10日
③区画道路整備、下水管埋設
工事、造成・安全対策工事

　

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

目標とする街づくりの実現に向けて事業推進の
度合いを指標とする。

土地区画整理事業の推進状況

1.59ha1.63ha
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

0.53ha－臨時職員51,450 千円

非常勤
特別職

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

6.00 人

事業の種別

　西武鉄道車両工場跡地を含む当地区は、市の表玄
関にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤
の整備による都市防災性の向上や良好な住環境への
改善を図るため、所沢駅西口北街区第一種市街地再
開発事業と一体的施行により行う所沢駅西口土地区画
整理事業の完了を目指す。

32,908千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

－－－
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標－

－

国庫補助金の受入れを前提とした資金計
画を立て事業を進めているが、補助金の
交付率が低いため、予定している事業が
できない状況にあることから、今後も国へ
の要望を行っていく。

H28実績

都市計画法、土地区画整理法、所沢都市計画事業所
沢駅西口土地区画整理事業施行に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

土地区画整理事業の目的として、都市基盤整
備、宅地整備によるにぎわいの創出、良好な住
宅市街地の整備を行うことから、土地区画整理
事業全体の整備状況を目標値とした。

土地区画整理事業により市街地が整備された面
積

①換地計画縦覧

②換地計画の認可

③工事着手

－－

295,200493,960

　西武鉄道車両工場跡地を含む当地区は、市の表玄
関にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤
の整備による都市防災性の向上や良好な住環境への
改善を図るため、所沢駅西口土地区画整理事業と一体
的施行により行う所沢駅西口北街区第一種市街地再
開発事業の完了を目指すとともに、鉄道を立体交差す
る所沢駅ふれあい通り線の整備や所沢駅周辺の回遊
性を高める歩行者ネットワークの構築を目指す。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

平成28年度新規事業

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

12.5%－臨時職員25,725 千円

H29年度目標－
非常勤
特別職

再開発組合設立・事業
計画認可

事業化に向けた進捗状況
H27その他職員
従事割合

－
非常勤
特別職

7

国庫補助金や県補助金の交付率が低い
ため、組合に交付する補助金が減額とな
り予定している事業ができない状況にあ
ることから、今後も国や県への要望を行っ
ていく。

H28実績H28年度目標①平成28年9月1日～9月14日

②平成28年11月7日

－臨時職員

都市計画法、都市再開発法、所沢市街づくり条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

市街地再開発事業の事業化に向けた進捗状況

246,417

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

56,636千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業計画認可・決定事業化に向けた進捗状況

所沢駅西口北街区市街地再開発組合が
設立したことに伴い、総会や理事会に出
席して事業の状況等を確認している。

最終的には、市街地再開発事業をはじめ、所沢
駅ふれあい通り線の整備や所沢駅周辺の回遊
性の確保等が目標であるが、それぞれの事業完
了までには時間を要することから、当面は市街
地再開発事業の事業化に向けた進捗状況を目
標とする。なお、平成２８年度に事業着手したこと
から、平成２９年度以降は、市街地再開発事業
の総事業費に対する事業費実績を当面の成果
指標とする。

H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

①市街地再開発の事業計画
の縦覧

②市街地再開発の組合設立
及び事業計画の認可

60,85661,925

245,515

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

事業の種別 H27決算額H27予算現額 指標名

西武池袋線西側地区については、
組合設立認可後、平成３１年度末
の仮換地指定、平成３２年度工事
着手に向けて、引き続き区画整理
組合に対して助言・指導及び支援
を行っていく。
また、東側地区に対しては、平成３
２年度末の市街化区域編入を目指
し、地権者による推進組織の立上
げに向けて準備を進める。

平成28年11月7日付けで所沢駅西
口北街区市街地再開発組合の設
立認可及び事業計画の認可を受
けたことから当初の目標は達成で
きた。

平成28年度に予定していた工事及
び移転等の予定が概ね達成でき
た。
今後は、地域からの要望等に対応
しつつ、適切な工事推進に努め
る。



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑 中　武

期間

Ｓ60年度～

実施計画ランク

重要

地区計画推進事業
都市
計画
課

具体的な内容
・地区計画、街づくり協定区域内の建築行為に対する
届出事務
・地区計画、街づくり協定の策定を目指している地区に
対する制度の説明会、住民検討会等への支援等の実
施
・街づくり条例や都市計画法に基づく決定までの手続き
目的
住民発意による地区計画や街づくり協定を活用した地
区の街づくりを推進する。

1.84 人

2222
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

220.50 人臨時職員15,778 千円

H28年度目標①211件（地区計画と街づくり
協定）

②3地区（　　〃　　）

③1回

0.50 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

10,392千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

予定していた地域の街づくりのルールを着実に
定めることができた。

19190.00 人
非常勤
特別職

1.20 人

地区計画等を定めるには区域内の権利
者の合意が必要であることから、街づくり
のルール化によるメリット等をわかりやす
く伝えられるよう支援していく。

H28実績

都市計画法、所沢市街づくり条例、所沢市街づくりアド
バイザー派遣等に関する要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

地区計画等の策定地区数

①地区計画等届出件数

②新規の地区計画等策定地
区数

③地区計画制度等の説明会
や出前講座等の実施開催日
数

6978

710

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

・届出の文書保存期間が５年であることか
ら、それ以前の案件についての問い合わ
せに対応するため、過去の届出の概要に
ついてデータを整備した。
・届出書以外の様式をホームページに掲
載した。

地区の特性を活かした街づくりが進むこととなる
ため、住民発意や区画整理等の市施策に応じ
て、地区計画等が策定された地区数を指標とす
る。

・地区計画等を進めようとする団体
の取組の状況に応じ、アドバイ
ザーの派遣や他の協議会への紹
介を行うなど、必要な支援を行って
いる。

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名


